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序　　　　　文

カンボジア王国では、1980 年代後半の体制崩壊に続く内戦状態を経て、1991 年に和平協定が成立

しました。これ以降、カンボジア王国政府は、本格的に自由市場経済の採用に努めてきましたが、

体制・制度基盤が脆弱であることなどから、市場経済化に伴う制度づくり及び人材育成が課題となっ

ています。

一方、わが国はアジア、中央アジア、インドシナ地域の市場経済化移行国を対象として、市場経

済化を担う実務人材の育成を目的とした通称「日本センター」の設置を進めてきました。国際協力

機構（JICA）はカンボジア国においても技術協力プロジェクトにより、2004 年 4 月から 5 年間、人

材育成コース、日本語コース、相互理解促進事業、広報・情報発信を柱とした、カンボジア日本人

材開発センター（CJCC）のための技術協力プロジェクトを実施しました。2009 年 4 月からはフェー

ズ１での成果と教訓を踏まえ、カンボジア日本人材開発センターの事業面・組織面の強化を通じ、

効果の拡大普及を目的とした技術協力プロジェクトフェーズ 2 を実施しています。

今般、本プロジェクト協力期間の半ばを迎えるにあたり、本プロジェクトの活動実績・成果の発

現状況を確認するとともに、プロジェクト目標の達成のための課題、そしてプロジェクト終了後の

事業実施方針について検討を行うことを目的とした中間レビュー調査を行いました。

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、本プロジェクトのみならず、

他国における日本センター事業をより効果的かつ効率的に実施していくための参考として活用され

ることを願うものです。

終わりに、本調査にご協力いただいた関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層のご支援

をお願いする次第です。

平成 23 年 9 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　桑島　京子



目　　　　　次

序　文

目　次

地　図 
略語表

中間レビュー評価調査結果要約表

第１章　中間レビュー調査の概要………………………………………………………………………… 1
１－１　中間レビュー調査団派遣の経緯と目的 ……………………………………………………… 1
１－２　調査団構成 ……………………………………………………………………………………… 1
１－３　調査日程 ………………………………………………………………………………………… 2

第２章　中間レビュー調査評価の方法…………………………………………………………………… 3

第３章　プロジェクトの実績……………………………………………………………………………… 5
３－１　投入の実施状況 ………………………………………………………………………………… 5
３－２　活動状況 ………………………………………………………………………………………… 5
３－３　アウトプットの達成状況 ……………………………………………………………………… 7

第４章　評価結果………………………………………………………………………………………… 12
４－１　妥当性 ………………………………………………………………………………………… 12
４－２　有効性 ………………………………………………………………………………………… 13
４－３　効率性 ………………………………………………………………………………………… 13
４－４　インパクト …………………………………………………………………………………… 15
４－５　持続性 ………………………………………………………………………………………… 16

第５章　結論・提言……………………………………………………………………………………… 18
５－１ 結論 …………………………………………………………………………………………… 18
５－２ 提言 …………………………………………………………………………………………… 19

付属資料

１　協議議事録（M/M）

２　現地調査行程

３　主要面談者リスト



地　　　　　図地  図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：http://www.eastedge.com/cambodia/map.html 
出所：http://www.eastedge.com/cambodia/map.html



略　語　表

略語 正式名称 日本語

ASEAN Association of Southeast Asian Nations 東南アジア諸国連合

BTD Business Training Department ビジネス研修部

CA Chief Adviser チーフアドバイザー

C/P Counterpart カウンターパート

CJCC Cambodia-Japan Cooperation Center カンボジア日本人材開発センター
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KOICA Korea International Cooperation Agency 韓国国際協力団
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MC Managing Committee 経営委員会
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PCM Project Cycle Management プロジェクト・リサイクル・マネジメント
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PO Plan of Operation 活動計画

R/D Record of Discussion 討議議事録

RULE Royal University of Law and Economics 王立法律経済大学

RUPP Royal University of Phnom Penh 王立プノンペン大学

TOT Training of trainers トレーナー養成研修
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１－１　協力の背景と概要

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す。）では、20 年にわたった内戦が終結し 1991 年

に和平協定が成立した後、市場経済移行による自由主義経済導入に努力してきたが、タイ、マレー

シア、ベトナム等の経済・社会開発で先行する ASEAN 諸国と比べて、開発促進のための体制・

制度基盤はいまだ脆弱であり、インフラなどのハード面だけでなく、人材育成や政府組織・制度

整備に係わるソフト面での支援が必要とされている。なかでも、市場経済化に伴う制度づくり及

び人材育成は喫緊の課題となっている。

このような背景の下、わが国とカンボジア国の両政府は 2002 年に王立プノンペン大学（Royal 
University of Phnom Penh：RUPP）構内にカンボジア日本人材開発センター（Cambodia-Japan 
Cooperation Center：CJCC）を設置することを決定し、「カンボジア日本人材開発センタープロジェ

クト」（2004 年 4 月～ 2009 年 3 月）を開始した。フェーズ 1 では、①ビジネス人材育成、②日本

語教育、③相互理解促進事業、④広報・情報発信の４つの活動とこれらを通じた CJCC の事業実

施体制強化を図った。

2009 年 4 月からは、CJCC の事業面・組織面でのより一層の機能強化によるプロジェクト効果

の拡大・普及と自立した組織体制の確立を目的とした「カンボジア日本人材開発センタープロジェ

クト（フェーズ２）」を実施している。プロジェクト開始から 2 年半を経過し、中間レビュー調査

を実施した。

１－２　協力内容

上位目標：CJCC がカンボジアの経済開発と日・カンボジア両国の相互理解促進に資する人材

育成に貢献する。

プロジェクト目標： CJCC がカンボジアにおける民間セクター開発を促進するための人材育

成と情報受発信の拠点になる。

1.　案件の概要

国名：カンボジア王国 案件 名：カンボジア日本人材開発センタープロジェクト

（フェーズ 2）

分野：人的資源 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額：総投入額約 9 億 4,900 万円

協力期間：2009 年 4 月～

2014 年 3 月

先方関係機関： 
監督機関：教育青年スポーツ省　Ministry of Education 
Youth and Sport （MOEYS）
実施機関：王立プノンペン大学　Royal University of 
Phnom Penh （RUPP）

日本側協力機関名：国際交流基金

他の関連協力：無償資金協力日本・カンボジア人材開発

センター建設（E/N 締結 2004 年 6 月 15 日）

評価調査結果要約表（中間レビュー調査）
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アウトプット：

アウトプット 1：CJCC 運営管理強化

CJCC の運営管理体制が自立発展的なサービス提供機関として更に強化される。

アウトプット 2：人材育成（HRD）コースの強化

1）　民間セクターに対する裨益効果のより高い「HRD コース」が運営される。

2）　 より多くの現地リソースの主体性と活用を伴った「HRD コース」の管理・運営が強

化される。

アウトプット 3：日本語コースの強化

1）　他の日本語教育機関のニーズと活動を補完する質の高い「日本語コース」が運営さ

れる。

2）　現地リソースによる運営管理システムが強化される。

アウトプット 4：各種サービス・情報の提供と促進の強化・体系化

日本・カンボジア両国間の交流事業と情報のサービスを実施及び促進するための機能が

強化される。

１－３　投入（2011年 8月まで）

＜日本側＞

長期専門家派遣：延べ 6 名　　　　　　　短期専門家派遣：延べ 76 名

本邦研修：5 名（別途集団研修に１名）

機材供与：事務用コンピュータ、プロジェクター等

  プロジェクト経費支出： 137,783.2 千円（2009/2010/2011 年度 CJCC 支出合計額は、16,473.98
千円、うち CJCC 収入から 23,690.78 千円を別途支出）

＜カンボジア国側＞

カウンターパート配置：延べ 8 名、敷地の提供

３－１　実績

アウトプット１：CJCC 運営管理強化

CJCC の運営管理体制が自立発展的なサービス提供機関として更に強化される。

CJCC の運営能力は強化されつつある。日本人専門家の支援を受け、すべてのカウンターパー

ト（C/P）とスタッフがワークショップにより戦略計画を策定した。職務権限や労働条件に関す

２．中間レビュー調査団の概要

調査者

担当分野 氏　名 所　属

団長・総括 中川　寛章 JICA 国際協力専門員

協力企画 吉村　徳二 JICA 産業開発・公共政策部日本センター課

日本語コース評価分析 鈴木　勉 国際交流基金 JF 講座チーム長 

日本語コース評価企画 原田　友美 国際交流基金 JF 講座チーム

評価分析 田中　恵理香
グローバルリンクマネージメント株式会社

社会開発部

調査期間 2011 年 8 月 28 日～ 2011 年 9 月 10 日 評価種類：中間レビュー

３．評価結果の概要



iii

る規程・方針が策定され共有されている。各種文書やデータが編集され、取りまとめられるよ

うになった。現地経費に占める CJCC の事業収入の割合は、2010 年に 45.4％となっている。プ

ロジェクト活動を通じて CJCC スタッフの能力は強化されつつあり、日々の業務はカンボジア

側だけで遂行できるようになっている。

アウトプット２：人材育成（HRD）コースの強化

（1）民間セクターに対する裨益効果のより高い「HRD コース」が運営される。

（2）より多くの現地リソースの主体性と活用を伴った「HRD コース」の管理・運営が強化さ

れる。

「ビジネスコース」は、ほぼ予定どおり実施され、参加者から高い評価を得ている。2011
年 8 月時点で、120 の「ビジネスコース」が開講され、合計 3,904 名の受講者が参加した。参

加者の多くは、研修で得た知識やスキルを実際の業務で活用している。相当数の卒業生が、

CJCC で実施している別のコースに後日参加しており、研修コースが評価されていることを

示している。研修コースの運営管理はカンボジア側の C/P 及びスタッフが行っている。講師

の育成も進んでおり、これまでに「TOT コース」が 9 件開催され、起業家コースの講義の半

数以上はカンボジア人のスタッフが担当している。また、ニーズ分析に活用できるよう、「ビ

ジネス研修コース」参加者に関するデータベースが作成されている。CJCC では現在、日本

式経営の修士課程の創設の可能性を検討している。

アウトプット３：日本語コースの強化

（1）他の日本語教育機関のニーズと活動を補完する質の高い「日本語コース」が運営される。

（2）現地リソースによる運営管理システムが強化される。

「日本語コース」は順調に実施されており、適切に運営されている。2011 年 8 月時点で、

51 のコースが開講され、合計 1,476 名の受講者があった。CJCC では、通常のコースに加え、 
プノンペンの日系企業からの受託コースや日本に留学する学生向けの研修等、特別に組まれ

たコースを実施した。 中間レビュー中にインタビューした当該企業の担当者と研修受講者は、

コースに満足しており、この「テイラーメイド」コースは高く評価されている。カンボジア

人講師は、中級レベルまで指導できるようになっている。課題としては、基礎コースを修了

した受講者の多くが上のコースへ進まないことが挙げられる。その理由について、プロジェ

クトでは、１つのコースの期間が長すぎるからではないかと分析している。

アウトプット 4：各種サービス・情報の提供と促進の強化・体系化

日本・カンボジア両国間の交流活動と情報のサービスを実施及び促進するための機能が強化

される。

交流プログラムの実施運営は、カンボジア人スタッフにより適切に行われている。フェー

ズ２の開始以来、2011 年 6 月までに、119 件のイベントが開催され、合計 25,397 名が参加し

た。生け花、料理など、一部の講座は、カンボジア人スタッフが指導している。CJCC では、

現在、多様な交流プログラムを企画し拡大していくことを検討している。例えば、日系企業

向けの人材情報提供、「ビジネスコース」と「日本語コース」を組み合せた活動などである。

外部機関からの委託によるイベントの実施は、収入源として重要になっている。交流プログ
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ラム担当の長期専門家の任期が終了したあとは、現地採用の日本人コーディネーターの支援

によりカンボジア人スタッフが活動を実施している。CJCC では、在カンボジア日本大使館、

在カンボジア日本商工会議所等日本関連機関との連絡には、日本人の専門家 / コーディネー

ターによる支援が不可欠であると考えている。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

プロジェクトの妥当性はおおむね高い。

1）　カンボジア国政府の政策との整合性

カンボジア国の「国家戦略開発計画」“National Strategic Development Plan 2009-2013”では、

「四辺形戦略（Rectangular Strategy）」として、「持続性、平和、政治的安定、安全保障、社

会的秩序」、「年率 7％の持続的長期的経済成長」、「年 1％以上の割合による貧困削減」、「公

共サービスのアクセス、有効性、質、信頼の向上」の４つの優先目標を掲げている。この

四辺形戦略を達成するために６つの重点分野を挙げており、うち１点が、民間セクターの

開発と雇用の促進である。重点分野には、人材育成とキャパシティビルディングも挙げら

れている。

2）　カンボジア国のニーズとの整合性

日本的経営に関する知識とスキルに対するニーズは、カンボジアで高いと考えられる。

カンボジアでは、2008 年のリーマンショックに端を発する世界的経済危機の影響による経

済停滞から脱却しつつあるとみられており、民間セクターでの経済活動が活発になってい

る。また、2010 年以降、日系企業のカンボジアにおける投資が急速に増えつつある。

日本語教育のニーズは、カンボジアに進出している日系企業の間で高い。 特に、中小規

模の企業においては、現地スタッフとのコミュニケーション手段としての日本語の需要が

高くなっている。カンボジアにおける日本語学習者の総数については、中間レビュー時点

では、正確な統計が入手できていない。

3）　日本の対カンボジア事業計画との整合性

日本の対カンボジア国事業展開計画では、援助重要分野として、持続的な成長と安定し

た社会の実現、社会的弱者支援、グローバルイシューへの対応、ASEAN 諸国との格差是

正のための支援、の４点が挙げられている。持続的な成長のなかに、民間セクター振興が

含まれている。

4）　プロジェクトデザインの妥当性

プロジェクト目標となっている「CJCC が民間セクター開発を促進するための人材育成

と情報受発信の拠点になる」ために必要な 4 つのコンポーネントが適切にデザインされて

いるといえる。センターの「運営管理体制の強化」「ビジネスコース」「日本語コース」「交

流事業」は、いずれも必要なものである。プロジェクトは、日本式経営、日本語等、日本

でなくてはできない協力が盛り込まれている。特に、中小企業経営や起業は日本が比較優

位をもつ分野であり、一般に日本型経営は海外においても高く評価されており、日本型経

営に主眼をおいた「ビジネスコース」をコンポーネントの 1 つとしたことは適切といえる。
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（2）有効性

有効性はおおむね高い。 
1）　プロジェクト目標の達成見込み

各アウトプットは順調に達成されつつあり、今後も順調にプロジェクトが進捗すれば、

プロジェクト目標である人材開発と情報交換の拠点としての CJCC の能力は、確立されて

いくものと思料される。研修コースの参加者数は増加を続けており、カンボジアにおいて、

CJCC は日本人の間でもカンボジア人の間でも一定の評価を得ている。ただし、PDM のプ

ロジェクト目標の指標達成見込みについては、現時点では明確に判断することは困難であ

る。

2）　アウトプットからプロジェクト目標に至るロジック

プロジェクト目標を達成するために必要な４つのアウトプットが適切にデザインされて

いる。しかしながら、各コンポーネント（アウトプット）を有機的に組み合せて相乗効果

をねらうための戦略は現在のところ、あまり考えられていない。プロジェクトでは、例え

ば、「ビジネスコース」と「交流事業」、または、「ビジネスコース」と「日本語コース」を

組み合せた活動などを、まだ実施には至っていないものの検討を始めている。

プロジェクト目標達成にあたっての外部条件については、大きな影響は認められなかっ

た。2008 年に起こった世界的経済危機の影響を受けた企業が、翌 2009 年に受講者を派遣

しなくなったため、2009 年には「ビジネスコース」の受講者数が急減したものの、現在は

経済が回復している。現行 PDM の外部条件には「JCC と経営委員会（MC）のメンバーが

支援を継続する」というものが含まれているが、これは、プロジェクト内で取り組むべき

問題であり、外部条件からは除外した方がよい。また、カンボジア国内で CJCC と類似の

ビジネス講座を提供する機関が増加しつつあることは、プロジェクト目標の達成に影響を

与える要因となり得る可能性があり、外部環境として留意する必要がある。

（3）効率性

効率性は、中間レビュー時点ではあまり高くないといわざるを得ない。8 カ月にわたるチー

フアドバイザーの不在、C/P の離職、特に研修に派遣した C/P の離職があった。それ以外の

投入はほぼ適切に実施され活用されている。プロジェクトでは、さまざまな改革を実施し、

効率性の向上に取り組んでいる。 
1）　日本側投入

チーフアドバイザーが 8 カ月間不在であった。それ以外の専門家は予定どおり派遣され

ている。

本邦における C/P 研修は、1 件実施された。これは、ベトナム日本人材協力センター、

ラオス日本人材開発センターからの派遣者と合同で実施された生産性向上に関するもので、

カンボジアからは、CJCC スタッフ 1 名と「ビジネスコース」の参加者 4 名が派遣された。

ただし、派遣された CJCC スタッフはその後、離職している。また、集団研修「日本型経営」

に CJCC スタッフ 1 名を派遣した。派遣された CJCC スタッフは、研修で学んだことを日々

の業務に活用している。このほか、C/P 研修ではないが、現所長が、就任直後に日本に 1
週間出張をしたが、これは、関係者と良好な関係を築く機会となった。
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供与機材については、適切な機材が供与されている。また、2011 年に無償資金協力で建

設した CJCC 施設のレイアウト変更を行った。インタビューでは、同施設の図書館は、日

本語の本が多いため図書館を利用しないという声が聞かれた。なお、フェーズ 1 で供与し

た機材の一部については、経年による損耗や型式の変化により、交換の手続きを行っている。

2）　カンボジア側投入

2011 年度に入ってからは、配置された C/P で離職した者はおらず、C/P の配置は定着し

ているといえる。現在 C/P が配置されないため、マネジャーのポジション２つが空席になっ

ている。プロジェクトでは、現在配置されている所長と 2 名のマネジャーで機能していく

体制を確立していく予定である。CJCC の施設管理に関して、RUPP が、電気代と守衛の費

用を負担している。

3）　アウトプットの達成度

アウトプットは、順調に達成されつつある。

4）　投入からアウトプットに至るロジック

各アウトプットを発現するために必要な活動が設定されている。現時点では、４つのコ

ンポーネントを組み合せた活動を実施していないため、CJCC では、活動を組み合せるこ

とで相乗効果を生むような事業を検討している。また、事業による収入を更に拡大するた

めの方策を計画している。

アウトプットを産出するために必要な投入が計画されている。インタビューによれば、

CJCC の施設が整備されていることは、講座の参加者やビジターを引寄せる要因となって

いる。 
アウトプットを達成するための外部条件のうち、「JCC と経営会議の双方が計画どおりに

開催される」は、プロジェクトで取り組むことであり、外部条件からは除外した方がよい。 

（4）インパクト

1）　インパクトは、ある程度見込まれる。

上位目標達成の見込み

CJCC は、カンボジアの経済開発に資する人材の育成、及びカンボジアと日本の相互理

解に貢献できると期待される。ただし、上位目標の指標が達成されるかどうかについては

現時点では明言できない。 
プロジェクトで実施した調査によると、起業家コースの修了者の 40％が、自分の会社

を立ち上げている。「ビジネスコース」修了者のなかには、NGO や政府機関で仕事をして

いるケースもあるが、インタビューでは、これらの分野にも「ビジネスコース」で学んだ

知識やスキルが活用できるということであった。プノンペンとシェムリアップにおいて、

CJCC は、日本に関心をもつ者の間ではよく知られている。

上位目標の達成をめざすにあたっては、環境の変化に留意してモニタリングを行うこと

が必要である。例えば、「ビジネスコース」の受講者数は、2008 年の世界的経済危機の影

響を受け、2009 年に激減した。一方、2010 年にカンボジアに進出する日系企業が増加した

ことにより、「ビジネスコース」の参加者が増加する可能性がある。また、韓国国際協力団

（KOICA）が RUPP 敷地内に同様のセンターを開設することを計画しており、CJCC では、

韓国センターと緊密な関係を築き、調整していく予定でいる。
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2）　プロジェクト目標達成から上位目標達成に至るロジック

プロジェクト目標から上位目標に至るロジックは適切である。ただし、上位目標の指標

は再度検討した方がよいと考えられる。

3）　その他のインパクト

2011 年 3 月の日本の震災の後、CJCC でカンボジア人と日本人が参加してチャリティー

イベントや被災地の写真展が開催されるなど、予期していなかった正のインパクトが確認

された。これは、草の根レベルでの両国の友好関係が進んだことの表れといえる。

他方、負のインパクトは、中間レビュー時点では特に確認されていない。

（5）持続性

持続性は、ある程度見込まれるものの、更に持続性を高めるための方策をとることが必要

である。

1）　政策面

民間セクターと人材育成を推進する政策は当面維持されると考えられる。教育省の支援

は、現在の政権の間は維持される。

2）　技術・組織面

CJCC の組織的なキャパシティは強化されつつある。RUPP において、CJCC は学部と同

等の機関とみなされている。プロジェクトでは、CJCC の機能を強化し、学部と同等であ

る「institute」として認知されるようにすることを検討している。2011 年度に入ってからは

C/P の配置は安定している。施設・機材はカンボジア人スタッフにより適切に維持管理さ

れている。カンボジア人スタッフが 1 名 IT を担当しており、適切に業務を実施している。

しかしながら、IT 担当が 1 名のみであり、不在の際に業務を代わりに担当できるスタッフ

がいないため、IT 関連業務の懸念材料となっている。

C/P とスタッフの能力は向上しつつある。研修コースと交流事業の多くが、カンボジア

人 C/P とスタッフにより運営されている。カンボジア人のマネジャーとスタッフは、特に

大きな支障なく日々の業務を遂行できるようになっている。しかしながら、カンボジア人

だけで包括的な戦略を策定するなどはまだ困難と考えられる。日本側の技術的支援により、

カンボジア人職員の一層の能力向上を図ることがまだ必要な状況といえる。 
CJCC の能力を強化し持続性を高めるにあたっての貢献要因がいくつか挙げられる。１

とつは、次項とも関連するが、CJCC の収益を増加させ適切に運用すること、そのための

事業企画力、予算管理運用等の能力を高めることである。組織的な能力を高めるためには、

収益性が高い事業、公的機関として求められる事業、持続性につながる事業を基本方針に、

予算とも比較しながら事業計画を作成していくことである。そのためには、受講者の業種

や職位、フォローアップ等に関する実績の整理、講師の配置やリクルート先などの観点か

らもデータベースを拡充する必要があり、活動結果をレビューすることによってニーズの

分析やコースの適性度を測っていくことが有効と考えられる。カンボジア人講師の能力向

上も持続性を高めるための貢献要因として重要で、例えば、カンボジア人講師が使用する

自習教材を用意することが有用であると考えられる。組織能力強化のためには、併せて、

RUPP、国立経営大学（NUM）、王立法律経済大学（RULE）、在カンボジア日本大使館、カ

ンボジア日本人商工会（Japan Business Association of Cambodia：JBAC）及び JETRO 事務所
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等関係機関との協力を更に促進することが必要である。 

3）　財政面

CJCC の支出に占める独自収入の割合は増加しており、45.4％となっているが、さらに独

自収入を確保していくことが重要である。 
独自収入の増加のためには、長期的視点で具体的な計画を策定することが必要である。

策定されている戦略計画では、各部・ユニットの予算も含めた年間計画は記載されている。

長期計画については、CJCC では、JICA とともに検討しながら策定していく予定である。

CJCC では、フェーズ 1 の開始以来、収入の大部分を自立運営のための資金として留保し

ているが、一定の範囲でフローとして活用していく方法も含めて財務的持続性の観点から

検討する必要がある。独自収入を拡大するために、CJCC では、日系企業からの委託コー

スを増やすことや新規事業を開拓することを計画している。新規事業としては、CJCC の

庭でカフェをオープンすることを既に検討している。

「日本語コース」に関しては、CJCC では、将来的に技術面・財政面で国際交流基金と協

調することを検討している。

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

組織強化、「ビジネスコース」、「日本語コース」、「交流事業」の４つのコンポーネントが適

切にデザインされていた。また、日本語、日本型経営等、日本の強みを生かしたプロジェク

トになっている。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクトの運営管理体制に関し、スタッフ定例会議の強化、オフィスレイアウトの変

更等、いくつかの改革・工夫を行い、その成果が定着しつつある。現在配置されている C/P
とスタッフのモチベーションは高い。また、RUPP との関係が良好であった。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

中間レビュー時点では、効果発現を阻害した計画上の要因は特に認められない。今後は、

将来的な自立的運営に向けた長期的・具体的な財務計画を策定することが必要である。

（2）実施プロセスに関すること

実施プロセス上の阻害要因としては、2010 年にカンボジア側 C/P とスタッフの離職が相次

いだことが挙げられる。その際生じた影響を払拭し同様の問題が起こるのを防止するため、

プロジェクトでは業務分掌と人事規程を明確にした。また、CJCC のメンバーの間で一時期

コミュニケーションが悪かった。このため、スタッフ会議を導入したり、互いにコミュニケー

ションをとりやすくするため、執務室のレイアウトを変更したりした。
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３－５　結論

プロジェクト実施プロセスは、日本人専門家とカンボジア人 C/P・スタッフの間のコミュニケー

ション、日本人チーフアドバイザーの不在、C/P・スタッフの相次ぐ離職等により、円滑でなかっ

た時期があった。CJCC では、各種改革を導入し、プロジェクト運営を改善する努力をしており、

プロジェクトは円滑に進捗するようになっている。

「ビジネスコース」「日本語コース」「交流事業」とも、適切に運営され、参加者から高く評価さ

れている。起業家コースでは多くの受講者が実際に起業しているなど、CJCC のコースは民間セ

クターに有益であると考えられる。「ビジネスコース」「日本語コース」とも、現在カンボジア人

スタッフが実際に講座を担当している。 カンボジア人マネジャー、スーパーバイザー、スタッフ

の能力は強化されつつある。

今後は、将来的に自立的な運営が可能になるために、人材・予算を含んだ長期的な視点に立って、

CJCC の能力強化のための具体的な計画を策定していくことが必要である。長期的な予算計画に

ついては、CJCC は JICA と協議しながら策定していく予定である。

３－６　提言

本フェーズ後半、さらにはプロジェクト終了後に向け、より効率的かつ自立性をもったセンター

運営を図るため、調査団は協議録にて以下の提言を行った。

（1）センター運営

1）　財務面

①　 財政的自立を促進していくため、センター運営にかかる支出の最小化及び受託事業の拡

大のための努力を行う。

②　採算性を念頭においた事業策定を行う。

③　JICA プロジェクト経費とセンター収入の一元的な予算管理を図る。

2）　組織面

①　RUPP 内における CJCC の位置づけを Institute に格上げすることを検討する。

②　 組織として一体感をもった事業運営を行うため、環境の変化に合わせた定期的な組織の

見直しを行う。

③　 ビジネス人材育成、日本語、交流・広報の３事業部門が事業間の連携による相乗効果を

図っていく。

④　 今般策定した事業運営の総合戦略プランをプロジェクトの進捗管理のために活用し、定

期的に更新する。

⑤　 空席となっている総務及び交流・広報のマネジャーのポストの補充の是非並びにセン

ターの組織としてのあり方について、MC にて協議し結論を出す。

⑥　 体系的なスタッフトレーニングプログラムにより、OJT ベースによる CJCC スタッフの

能力強化を行う。

（2）事業

1）　ビジネスコース（BTD）

①　 カンボジアに進出する日系企業が増加している現状を踏まえ、カンボジア民間セクター

開発のため、日本企業との連携強化を目的とした以下の事業の立ち上げを検討する。
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・日系企業の現地スタッフを対象とした研修コース（日本の商習慣、日本的経営の基

礎等）の実施。

・ビジネスに関連するデータベースの改善と更新。

②　 関係機関との協議を通じ、日本的経営を主な内容とした「マスターコース」の実施可能

性を検討する。

2）　「日本語コース」

①　 「ビジネスコース」との連携により、日系企業への就職希望者、採用予定者やスタッフを

対象とした「日本語コース」の実施を促進する。

②　 2 年間という長期の初級コースのあり方を見直し、継続的な学習が可能となるコース設

計を検討する。

③　 日本語教育の Center of Excellence として上級者向けや専門的な日本語講座の開設を検討

する。

④　教師間の交流や教師研修会の実施などを通じ、RUPP 日本語学科との連携を図る。

3）　相互交流・情報発信

留学制度、就職支援、日系企業の情報提供等、採算性があり、かつディマンドに基づい

たサービスを提供する。

（3）PDM の改訂

中間レビュー結果を踏まえ、PDM の改訂を行う。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　中間レビュー調査団派遣の経緯と目的

（1）案件の背景等

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、1970 年に始まった 20 余年にわた

る内戦によって、インフラ・人的資源・社会制度等多くのものが失われた。特に、1975 ～

1979 年の間は、共産主義国となり、急進的な政策の実施により、多くの混乱を来すことに

なるとともに、その後に続く内戦による負の影響は現在も残っている。1991 年のカンボジ

ア和平協定成立後、カンボジア政府は、本格的に自由市場経済の採用に努力してきたが、ま

だ体制・制度基盤が脆弱であり、ハード面及び人材育成や政府組織・制度整備に係るソフト

面での支援が必要とされる。そのなかでも特に市場経済化にともなう制度づくり及び人材育

成は喫緊の課題である。

（2）案件の概要

わが国はアジアの市場経済化移行国を対象として、市場経済化を支える実務人材を育成す

るとともに、日本の「顔の見える協力」を実現する拠点として、これまでベトナム、ラオス、

カンボジア、モンゴル、ウズベキスタン、カザフスタン、ウクライナに「日本センター」を

開設し、各国で特徴ある事業を展開している。

日本・カンボジア政府は 2002 年 1 月に、王立プノンペン大学（Royal University of Phnom 
Penh：RUPP）構内に日本センターを設置することを決定し、2004 年 4 月から「日本人材開

発センタープロジェクト」を開始した。また、2005 年 11 月には無償資金協力による「カン

ボジア日本人材開発センター（Cambodia-Japan Cooperation Center： CJCC）」施設建設が完工

した。フェーズ 1 では、①人材育成コース　②日本語教育事業　③相互理解促進活動　④広

報・情報発信活動の 4 つの活動を行ってきたが、2008 年 10 月に行われたフェーズ１終了時

評価調査では、CJCC の運営主体を日本側主導からカンボジア側主導に転換していくために

は、引き続き組織面、財務面、技術面での継続した協力が必要であることが確認され、2009
年 4 月からは CJCC の事業面・組織面での一層の機能強化によるプロジェクト効果の拡大・

波及を目的としたフェーズ 2 プロジェクトが開始された。なお、フェーズ 2 は 2014 年 4 月

終了予定であり、現在、3 名の長期専門家（チーフアドバイザー、シニアアドバイザー、日

本語コース運営指導）及び複数名の短期専門家（ビジネスコース）を派遣中である。

（3）派遣目的

1）　これまでのプロジェクト活動について、討議議事録（Record of Discussion：R/D）に基

づき、プロジェクトの実績、実施プロセスを検証する。

2）　評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から分析し、プ

ロジェクトを、カンボジア側関係者と協議する。

3）　検証・分析結果を踏まえ、プロジェクトチーム、カンボジア側関係機関の双方に対

し、必要な提言を行い、フェーズ 2 後半期の活動計画を協議する。

4）　関係者との協議結果を踏まえ、必要に応じて PDM 及び PO を改訂する。

5）　以上を取りまとめて、中間レビューレポートを作成し、カンボジア側と協議のうえ、
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協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）として署名・交換する。

6）　今回の中間レビューの結果を踏まえ、CJCC の同国で果たしている役割・期待と成果

を明らかにするとともに、JICA カンボジア事務所・在カンボジア日本国大使館・カン

ボジア政府との間で、今後の CJCC の行う事業と組織体制について協議を行う。

１－２　調査団構成

担当分野 氏 名 所属先

団長 / 総括 中川　寛章 JICA 国際協力客員専門員

協力企画 吉村　徳二 JICA 産業開発・公共政策部日本センター課

日本語コース評価分析 鈴木　勉 国際交流基金 JF 講座チーム長

日本語コース評価企画 原田　友美 国際交流基金 JF 講座チーム

評価分析 田中　恵理香 グローバルリンクマネージメント株式会社

１－３　調査日程

現地調査は、2011 年 8 月 28 日から 9 月 8 日の期間で実施された。詳細日程は、付属資料 2．
のとおりである。
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第２章　中間レビュー調査評価の方法

本中間レビュー調査は、JICA の「事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月）に基づき、プロジェ

クト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法に沿って、現行のプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Desing Matrix：PDM）により実施した。PCM 手法に基づ

く評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に配置した PDM に基づいた評価のデザイン、②プ

ロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持

続性」の 5 つの評価の観点からの収集データの分析、④分析結果からの提言・教訓の導出、とい

う流れからなっている。

評価項目は評価グリッドにまとめられ、これに基づいて、情報収集、評価を行った。

主な評価項目は以下のとおりである。

評価項目 評価の視点

実績の検証

アウトプット アウトプットは計画どおり産出されているか

投入の実績 投入は計画どおり実施されているか

実施プロセスの検証

プロジェクト運営体制 プロジェクト運営体制は適切に機能しているか

モニタリングプロセスは適切か

技術移転 日本人専門家からカンボジア側 C/P に対する技術移転はどのよう

に行われているか

C/P のプロジェクトに対す

る認識度

C/P のプロジェクトに対するオーナーシップは高いか

ターゲットグループのプ

ロジェクトに対する認識

度

ターゲットグループはどのようにプロジェクトに関与しているか

妥当性

ニーズとの整合性 プロジェクトはカンボジア国のニーズと整合性があるか

プロジェクトはターゲットグループ（民間セクター、教育セク

ター、政府部門）のニーズと整合性があるか

政策との整合性 カンボジア国開発政策との整合性があるか

日本の対カンボジア国援助政策との整合性があるか

手段としての適切性 プロジェクトは適切にデザインされているか



－ 4 －

有効性

プロジェクト目標の達成

見込み

プロジェクト目標の指標の達成の度合い

プロジェクト目標達成にあたっての貢献要因は何か

プロジェクト目標達成にあたっての阻害要因は何か

アウトプットからプロ

ジェクト目標に至るロ

ジック

アウトプットはプロジェクト目標を達成するに十分か

プロジェクト目標達成に至る外部要因は充足されているか

効率性

アウトプットの発現 アウトプット達成にあたっての貢献要因は何か

アウトプット達成にあたっての阻害要因は何か

投入からアウトプットへ

のロジック

投入は適切に実施されているか

活動からアウトプットに至る外部要因は充足されているか

投入の適切性 投入は、質、規模、タイミングの点で適切であったか

インパクト

上位目標達成の見込み 上位目標の指標は達成される見込みか

上位目標達成の阻害要因は何か

プロジェクト目標と上位

目標のロジック

上位目標はプロジェクト終了後 3 ～ 5 年で達成される見込みか

上位目標達成に至る外部要因は充足されているか

その他の波及効果 予期せぬ正のインパクトはあるか

予期せぬ負のインパクトはあるか

持続性

政策面 MoEYS の CJCC に対する支援は今後も継続するか

組織面 CJCC の実施調整能力は向上しているか

CJCC の RUPP の中での位置づけが明確にされているか

財政面 CJCC の収入はどのように推移しているか

CJCC の予算はプロジェクトの成果を持続するに十分か

技術面 プロジェクトで移転された技術・知識は CJCC で定着しているか

持続性に関する貢献要因・阻害要因は何か
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　投入の実施状況

投入は以下のとおりである。

（1）日本側

2 人目のチーフアドバイザーの派遣期間が終了したあと、適切な人材を採用するのに時間

を要したことから、次のチーフアドバイザーが派遣されるまでに 8 カ月の不在期間が生じ

た。それ以外の投入は、ほぼ予定どおり実施されている。

1）　専門家派遣

長期専門家延べ 6 名、短期専門家延べ 76 名を派遣した。2010 年度までは、ビジネス

コース専門家派遣は、業務実施契約によって派遣を実施した（付属資料 1．M/M ANNEX 
3-2 を参照）。

2）　カウンターパート研修

1 名を集団研修「日本型経営」に派遣した。また、ベトナム日本人材協力センター、ラ

オス日本人材開発センターからの派遣者と合同で実施された研修に、CJCC スタッフ 5 名

を派遣した（付属資料 1．M/M ANNEX3-3 を参照）。

3）　機材供与

事務所用コンピュータ、プロジェクター等を供与した （付属資料 1．M/M ANNEX 3-4 を

参照）。

4）　在外事業強化費

2009 年度から 2011 年度 8 月までの CJCC 経費支出総額は、158,173.98 千円である（うち

23,690.78 千円を CJCC 収入から充当）。

（2）カンボジア側

カウンターパート（C/P）の大部分とスタッフ 1 の一部が 2010 年に離職した。中間レビュー

時点で２部門のマネジャーが空席である。それ以外の投入はほぼ予定どおり実施されてい

る。

1）　カウンターパート配置

延べ 8 名の C/P と 60 名のスタッフを配置した（付属資料 1．M/M ANNEX 3-1 を参照）。

３－２　活動状況

プロジェクト開始から現在に至るまでの期間、プロジェクト実施運営プロセスは必ずしも円滑

という状態ではなかった。プロジェクトでさまざまな改革を試みた結果、運営プロセスは改善し

ている。

2010 年前半に、カンボジア側 C/P の大部分とスタッフの一部が離職し、また、2 人目の日本人

チーフアドバイザーの任期終了後、次のチーフアドバイザーが 8 カ月間派遣されなかった。これ

により、プロジェクトの円滑な実施に支障を来たした。

1　 CJCC には、所長 1 名が配置されており、各部の長としてマネジャーが配置されている。マネジャーの下にスーパーバイザーと
スタッフが配置される。プロジェクトでは、所長とマネジャーを C/P と呼んでいる。C/P は、教育省が配置し給与は教育省が支
払う。
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2011 年初頭以降、プロジェクトでは、さまざまな改革を実施している。例えば、これまで

も実施されていたスタッフ定例会議の改善、CJCC 内での委員会 / 小プロジェクト（5S 委員会、

PR/ 宣伝委員会等）の立ち上げ、職務権限（job description）の明確化、スタッフ人事規程の見直

し、執務室レイアウトの変更などである。また、「ワイガヤルーム」と呼ばれる談話室を設置し、

CJCC のスタッフが自由に会議や討論ができるようにした（囲み１参照）。

プロジェクト実施にあたっての阻害要因としては、前述した C/P の離職、チーフアドバイザー

の不在のほか、調達手続きなど、日本側の諸手続き・業務上の規程が C/P・スタッフが交代する

際に引継がれておらず、これらの手続きに時間を要したことが挙げられる。

囲み１：プロジェクトで導入した取り組み

2011 年度の初めより、プロジェクトでは CJCC 内のコミュニケーションを円滑にし、カンボ

ジア人 C/P・スタッフのモチベーションを高めるため、さまざまな取り組みを行ってきた。

スタッフ定例会議

CJCC では、従来スタッフ定例会議を行っていたが、これを更に強化しプロジェクトの進捗

を確認する場としている。定例会議は、毎週月曜日の午前中に行い、総務、ビジネス研修、日

本語研修、交流事業の各部門から、進捗と懸案事項を発表する。各部門の発表内容は共通の

フォーマットによる１枚のシートにまとめるようになっており、毎週部門ごとにシートを更新

して全員に配布される。配布されたシートは CJCC のサーバーに保管され、誰でもあとから閲

覧できるようになっている。

委員会・小プロジェクト

CJCC では、5S（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）、PR/ 宣伝、新規事業（カフェ）等の委

員会、小プロジェクトに取り組んでいる。これら委員会・小プロジェクトの実施にあたって

は、カンボジア C/P・スタッフが主体となり、定期的に会合を開き、具体的な実施計画を立て、

活動内容を決めている。会合には日本人専門家も出席し、必要に応じ助言を行っている。こう

した活動により、5S による業務改善、PR 活動等の推進が進んでいる。カフェ事業については、

中間レビュー時点での計画によると、CJCC の 1 階の一角で開いているカフェを中庭に移し拡

張し、訪問者の利用の拡大を図るほか、それまで外注していたホール貸出し時の休憩時間のカ

フェサービスを内部化することで、収入源にしようとするものである。

オフィスレイアウトの変更

CJCC の建物は、無償資金協力による建設完成時、オフィススペースが細かく区切られ、部

門ごとに部屋が割り当てられ、1 室で少人数の職員が執務していたが、壁をいくつか取り払い

大部屋方式のオフィスにし、スタッフ同士のコミュニケーションが容易にとれるようにした。

また、各部屋の入口をガラス張りのドアに変更することで、お互いの業務の状況を把握し入室

しやすくした。オフィスレイアウトの変更に際しては、１室を「ワイガヤルーム」と呼ばれる

談話室とし、１日２回、決まった時間に、専門家、C/P、スタッフ全員が集まり情報交換を行

うほか、必要に応じ、希望する者が好きな時間に打合せや討論などに利用している。
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（1）R/D の改訂

2010 年 11 月に討議議事録（Record of Discussions：R/D） が改訂された。フェーズ１の経験

をもとに、改訂R/Dでは、経営会議（Managing Committee：MC） の役割の見直し・強化を図っ

た。また、この改訂により、カンボジア側が CJCC の口座から経費を引き出せるようになっ

た 2。

（2）プロジェクト運営体制

プロジェクト全体の運営を統括しているのは MC で、専門家、C/P、関連機関の代表らが、

プロジェクト活動中に生じた問題を議論し解決策を検討する場となっている 3。プロジェクト

実施体制を強化し、顧客サービスを向上させるための取り組みの一環として、2011 年４月

に、CJCC の部署の数が、それまでの 7 から 4 に統合された。

スタッフ会議・委員会等、新たに導入された運営システムが確立されつつある。毎週月曜

日のスタッフ会議には、CJCC の全メンバーが出席し、プロジェクトの進捗を確認している。

各部の活動の概要は 1 枚の紙にまとめられスタッフ会議で配布された後、プロジェクトの

サーバーに保管され、CJCC の全員が参照できるようになっている。プロジェクトでは、モ

ニタリングの結果を活動実績報告にまとめている。MC の結果は CJCC のメンバーにも伝達

されている。

（3）技術移転

技術移転は、カンボジア側のイニシアティブと能力を最大限尊重して行われている。2011
年 4 月に C/P・スタッフの研修計画が策定された。日本人専門家と CJCC 所長の支援により

OJT を通じて C/P・スタッフの能力強化を図っている。戦略計画策定のためのワークショッ

プや 5S・PR/ 宣伝等各種委員会の活動は、C/P 及びスタッフの能力開発の機会となっている。

さらに、C/P・スタッフには研修の機会が与えられており、例えば、希望により CJCC で提

供しているコースに参加することが奨励されている。

（4）他機関との関係

RUPP 及び教育青年スポーツ省（MoEYS）は、MC のメンバーとなっており、必要に応じ

て支援や助言を行っている。国立経営大学（NUM）及び王立法律経済大学（RULE）も MC
のメンバーになっており、プロジェクトでは情報共有を行っている。

３－３　アウトプットの達成状況

アウトプット１の指標は以下のとおりである。 また、囲み２に、「ビジネスコース」「日本語

研修」「交流事業」のそれぞれに関連する活動事例とその成果についてまとめた。

2　支出のための意思決定ルールが別途定められている。
3　合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は、MC から報告された議事を承認する場として機能する。
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アウトプット 1： 1　CJCC の運営管理体制が自立発展的なサービス提供機関として更に強化さ

れる。

指標：

1-1  意思決定手順・システム、各職位の機能と管理職間・課の間の責任分担を記

述した図が策定されて毎年、改善される。

1-2 体系的な中期戦略計画が策定されて定期的に改訂される。

1-3  策定される年度管理運営計画が毎年、詳細化・体系化されていく。

1-4  CJCC 管理職・スタッフに対する研修プログラムが恒常的に実施され、参加者

が満足する。

1-5  さまざまな組織との具体的な協働プログラムが毎年、増加する。

1-6  MC の頻度と内容

1-7  CJCC の計画・管理のすべての段階がカウンターパートのイニシアティブで実

施される。

1-8  策定された中期計画に基づいて、2014 年にはセンター現地支出の 30％がセン

ター自己収入によってカバーされる。

1-9 CJCC データベースを活用した情報共有の頻度と内容

CJCC の運営能力は強化されつつある。日本人専門家の支援を受け、すべての C/P・スタッフ

がワークショップにより戦略計画を策定した。職務権限や労働条件に関する規程・方針が策定さ

れ共有されている。各種文書やデータが編集され、取りまとめられるようになり、中間レビュー

調査中には、カンボジア側 C/P・スタッフにより 2011 年 8 月までのプログレスレポートがまとめ

られた。支出全体に占めるCJCCの事業収入の割合は、2010年に 45.4％となっている 4。プロジェ

クト活動を通じて CJCC スタッフの能力は強化されつつあり、日々の業務はカンボジア側だけで

遂行できるようになっている。

アウトプット 2：（1）　民間セクターに対する裨益効果のより高い「HRD コース」が運営される

（2）　 より多くの現地リソースの主体性と活用を伴った「HRD コース」の管理・

運営が強化される。

指標：

2-1 「HRD コース」の体系的な中期戦略計画が策定されて定期的に改訂される。

2-2 実施されたコースの数と内容

2-3 コース参加者の数

2-3 参加者の満足度

2-4 TOT（Training of Trainers）で育成された講師の数

2-5 CJCC データベース上に登録された「HRD コース」講師の数とレベル

2-6 CJCC データベース上に登録された「HRD コース」卒業生の数と内容

2-7 ネットワーキング活動の数と内容

2-8  現地講師による講義時間シェアが 2014 年に全体の 50％を超える。

2-9 計画・管理の大部分が 2014 年には現地スタッフによって実施される。

4　 付属資料１ M/M ANNEX ７の表の、「Ratio of the Center’s Local Expenditure Covered by the Center’s Own Income」は、CJCC の収入
で留保金としてプールしている中から、実際に支出した金額を示す。
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「ビジネスコース」（旧「人材育成コース」 5）は、ほぼ予定どおり実施され、参加者から高い評

価を得ている。2011 年 8 月時点で、120 の「ビジネスコース」が開講され、合計 3,904 名の受講

者が参加した。参加者の多くは、研修で得た知識やスキルを実際の業務で活用している。相当数

の卒業生が、CJCC で実施している別のコースに後日参加しており、研修コースが評価されてい

ることを示しているといえる。研修コースの運営管理はカンボジア側の C/P・スタッフが行って

いる。講師の育成も進んでおり、これまでに TOT コースが 9 件開催され、「起業家コース」の講

義の半数程度はカンボジア人のスタッフが担当している。しかしながら、「ビジネスコース」の

特長の１つが日本型経営であり、参加者からは日本での経験を持つ者による講義がある程度期待

されていることから、適正な現地講師の割合については、検討が必要である。また、ニーズ分

析に活用できるよう、「ビジネスコース」参加者に関するデータベースが作成されている。CJCC
では現在、日本式経営の修士課程の創設の可能性を検討している。

アウトプット 3：（1） 　他の日本語教育機関のニーズと活動を補完する質の高い「日本語コース」

が運営される。

（2）　現地リソースによる運営管理システムが強化される。

指標：

3-1 「日本語コース」の体系的な中期戦略計画が策定されて定期的に改訂される。

3-2 実施されたコースの数と内容

3-3  コース参加者の数

3-4  参加者の満足度

3-5  TOT で育成された講師の数

3-6  日本語能力検定試験に合格した参加者の数とシェア

3-7  CJCC データベース上に登録された「日本語コース」卒業生の数とレベル

3-8  ネットワーキング活動の数と内容

3-9  計画・管理の大部分が 2014 年には現地スタッフによって実施される。

「日本語コース」は順調に実施されており、適切に運営されている。2011 年 8 月時点で、51 の

コースが開講され、合計 1,476 名の受講者があった。CJCC では、通常のコースに加え、 プノンペ

ンの日系企業からの受託コースや日本に留学する学生向けの研修等、特別に組まれたコースを実

施した。 中間レビュー中にインタビューした当該企業の担当者と研修受講者はコースに満足し

ており、プノンペンの日系企業向けのこの「テイラーメイド」コースは高く評価されている。カ

ンボジア人講師は、中級レベルまで指導できるようになっている。課題としては、基礎コースを

修了した受講者の多くが上のコースへ進まないことが挙げられる。その理由について、プロジェ

クトでは、１つのコースの期間が長すぎるからではないかと分析している。

5　 改訂 R/D に、「人材育成コース」（及び「人材育成部」）が「ビジネス研修コース」（及び「ビジネス研修部」）となることが記載
されている。
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アウトプット 4： 日本・カンボジア両国間の交流活動と情報のサービスを実施及び促進するた

めの機能が強化される。

指標：

4-1  各種サービス・情報の提供・支援の体系的な中期戦略計画が策定されて定期

的に改訂される。

4-2  提供及び促進された双方のイベントと情報サービスの数

4-3  提供されたイベント・サービスへの参加者の数

4-4  提供されたイベント・サービスに対する参加者の満足度

4-5  CJCC データベース上に登録された CJCC 会員とパートナーの数とレベル

4-6  ネットワーキング活動の数と内容

4-7  外部からのイベント開催にかかる問い合わせ（引き合い）と要請（受注）の数

4-8  広報及び情報提供に関する開発されたマルチメディア製品の数と内容

4-9  計画・管理の大部分が 2014 年には現地スタッフによって実施される。

交流プログラムの実施運営は、カンボジア人スタッフにより適切に行われている。フェーズ２

の開始以来、2011 年 6 月までに、119 件のイベントが開催され、合計 25,397 名が参加した。生け

花、料理など、一部の講座は、カンボジア人スタッフが指導している。CJCC では、現在、多様

な交流プログラム企画し拡大していくことを検討している。例えば、日系企業向けの人材情報提

供、「ビジネスコース」と「日本語コース」を組み合せた活動などである。外部機関からの委託

によるイベントの実施は、収入源として重要になっている。交流事業担当の長期専門家の任期が

終了したあとは、現地採用の日本人コーディネーターの支援によりカンボジア人スタッフが活動

を実施している。CJCC では、在日本カンボジア大使館、在カンボジア日本商工会議所等日本関

連機関との連絡には、日本人の専門家 / コーディネーターによる支援が不可欠であると考えてい

る。

囲み 2：CJCC の活動事例

CJCC では、「ビジネスコース」、「日本語研修」、「交流事業」の３つを、事業の柱としている。

それぞれについて、特長ある活動の事例とその成果を簡単に紹介する。

ビジネスコース

起業家コース修了者のうち、40％は後に自分で事業を立ち上げている。中間レビューでイン

タビューをした修了者の 1 名は、受講時には旅行会社に勤務していたが、修了後、自分の旅行

会社を立ち上げ、カンボジア国内の旅行手配などを行っている。また、ある受講者は、修了後

にホテル経営に着手した。当初は小さな民宿から始め、次第に事業を拡張し、今では経営する

ホテルが関連するインターネットサイトの人気投票で上位にランキングされるまでになってい

る。

日本語研修

プノンペンに進出してきたある日本企業のカンボジア事業所責任者は、赴任前に日本で参加

したセミナーで CJCC の存在を知り、着任後に、従業員の日本語委託研修を CJCC に依頼して
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きた。同社では書籍を扱っており、カンボジア人スタッフも日本語の本のタイトルを読めるこ

とが必須であった。このため、カンボジアで事務所を立ち上げた際、日本語学習の経験のある

現地スタッフを雇用したが、さらに日本語力の強化が必要であった。CJCC では、同社の依頼

により、例えば出版用語の単語集等、ニーズに応じたプログラムを特別に組み、同社社員を対

象とした研修を実施した。インタビューでは、この「テイラーメイド」の研修は、研修費用も

適切で、非常に有益ということであった。また、日本で参加したカンボジア進出を考えている

日本企業向けのセミナーやプノンペンに進出している日系企業の間で、CJCC は高く評価され

ているという話であった。

交流事業

交流事業として、生け花、茶道、日本料理等の日本文化の紹介を行っている。このほか、日

本商工会議所が主催する盆踊り大会に CJCC が場所を提供したこともあった。CJCC の１階ロ

ビーでは、日本とカンボジアに関する写真を紹介したり、日系企業の求人や留学生情報を掲示

したりしている。こうした活動を通じ、日本とカンボジアの交流が深まっており、2011 年 3 月

の東日本大震災の後には、CJCC において有志によるチャリティーコンサートが開催されたほ

か、カンボジア在住の日本人ジャーナリストによる被災地の写真展が開催され、多数のカンボ

ジア人が訪れた。
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第４章　評価結果

４－１　妥当性

プロジェクトの妥当性はおおむね高い。

（1）カンボジア国政府の政策との整合性

カンボジア国の「国家戦略開発計画」“National Strategic Development Plan　2009-2013”では、

「四辺形戦略」“Rectangular Strategy”として、「持続性、平和、政治的安定、安全保障、社会

的秩序」「年率 7％の持続的長期的経済成長」「年 1％以上の割合による貧困削減」「公共サー

ビスのアクセス、有効性、質、信頼の向上」の４つの優先目標を掲げている。この四辺形戦

略を達成するために６つの重点分野を挙げており、うち１点が、「民間セクターの開発と雇

用の促進」である。重点分野には、「人材育成とキャパシティビルディング」も挙げられて

いる。

（2）カンボジア国のニーズとの整合性

日本的経営に関する知識とスキルに対するニーズは、カンボジアで高いと考えられる。カ

ンボジアでは、2008 年のリーマンショックに端を発する世界的経済危機の影響による経済

停滞から脱却しつつあるとみられており、民間セクターでの経済活動が活発になっている。

また、2010 年以降、日系企業のカンボジアにおける投資が急速に増えつつある。

日本語教育のニーズは、カンボジアに進出している日系企業の間で高い。 特に、中小規

模の企業においては、現地スタッフとのコミュニケーション手段として、日本語の需要が

高くなっている 6。カンボジアにおける日本語学習者の総数については、中間レビュー時点で

は、正確な統計が入手できていない 7。

（3）日本の対カンボジア事業計画との整合性

日本の対カンボジア国事業展開計画では、援助重要分野として、「持続的な成長と安定し

た社会の実現」「社会的弱者支援」「グローバルイシューへの対応」「ASEAN 諸国との格差

是正のための支援」の４点が挙げられている 8。持続的な成長のなかに、「民間セクター振興」

が含まれている。

（4）プロジェクトデザインの妥当性

プロジェクト目標となっている「CJCC が民間セクター開発を促進するための人材育成と

情報受発信の拠点になる」ために必要な 4 つのコンポーネントが適切にデザインされている

といえる。「センターの運営管理体制の強化」「ビジネスコース」「日本語コース」「交流事業」

はいずれも必要なものである。プロジェクトは、日本型経営、日本語等、日本でなくてはで

きない協力が盛り込まれている。特に、中小企業経営や起業は日本が比較優位をもつ分野で

6　 大規模な日系企業では、社内公用語が英語となっている場合が多いが、中小企業では日本からの派遣者が限られており、日本語
で業務遂行ができるカンボジア人スタッフが求められている。

7　 国際交流基金が実施した調査では、2006 年には 5,431 名いた日本語学習者が 2009 年には 2,822 名に減少しているという結果が
出ている。しかしながら、この調査は限定的なものであり、現状を的確に把握しているかどうかについては、議論の余地があり、
日本語学習者の数を正確に見積もるのは難しい。一方で、CJCC における日本語教育に関しては、日本語学習者の裾野を広げニー
ズを開拓することも重要と考えられる。

8　 このほか、「その他の支援」として、カンボジアにおける第一の援助国として援助協調の枠組みに積極的に関与し、主導的な役
割を果たすことが記載されている。
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あり、一般に日本型経営は海外においても高く評価されており、日本型経営に主眼をおいた

「ビジネスコース」をコンポーネントの１つとしたことは適切といえる。

４－２　有効性

有効性はおおむね高い。

（1）プロジェクト目標の達成見込み

各アウトプットは順調に達成されつつあり、今後も順調にプロジェクトが進捗すれば、プ

ロジェクト目標である人材開発と情報交換の拠点としての CJCC の能力は、確立されてい

くものと思料される。研修コースの参加者数は増加を続けており、カンボジアにおいて、

CJCCは日本人の間でもカンボジア人の間でも一定の評価を得ている 9。ただし、PDMのプロ

ジェクト目標の指標の達成見込みについては、現時点では明確に判断することは困難であ

る。プロジェクト目標の指標については、現行 PDM では、定量的なものが中心となってい

るため、定性的なものが設定できると好ましいと思われる。

（2）プロジェクト目標達成の貢献要因・阻害要因

プロジェクト目標達成の貢献要因としては、プロジェクトの運営管理体制が改革され定着

しつつあることが挙げられる。また、RUPP との関係が良好であることも、プロジェクト目

標の達成を促進する要因になる。

阻害要因としては、2010 年にカンボジア側 C/P・スタッフの離職が相次いだことが挙げら

れる。その際生じた影響を払拭し同様の問題が起こるのを防止するため、プロジェクトでは

業務分掌と人事規程を明確にした。また、2011 年初頭より、前述したようなさまざまな改

革を実施している。

（3）アウトプットからプロジェクト目標に至るロジック

プロジェクト目標を達成するために必要な４つのアウトプットが適切にデザインされてい

る。しかしながら、各コンポーネント（アウトプット）を有機的に組み合せて相乗効果をね

らうための戦略は現在のところ、あまり考えられていない。プロジェクトでは、例えば、「ビ

ジネスコース」と「交流事業」または、「ビジネスコース」と「日本語コース」を組合せた

活動などを、まだ実施には至っていないものの検討を始めている。

プロジェクト目標達成にあたっての外部条件については、大きな影響は認められなかっ

た。2008 年に起こった世界的経済危機の影響を受けた企業が、翌 2009 年に受講者を派遣し

なくなったため、2009 年には「ビジネスコース」の受講者数が急減したものの、現在は経

済が回復している。現行 PDM の外部条件には「JCC と経営委員会のメンバーが支援を継続

する」というものが含まれているが、これは、プロジェクト内で取り組むべき問題であり、

外部条件からは除外した方がよいと考えられる。また、カンボジア国内で CJCC と類似のビ

ジネス講座を提供する機関が増加しつつあることは、プロジェクト目標の達成に影響を与え

る要因となり得る可能性があり、外部環境として留意する必要がある。

9　 ただし、CJCC が「センター」の名称で研修修了証書等に記載されていることは、受講者の間で「あまりイメージがよくない」
と受け止められている面もある。RUPP では、CJCC は学部と同等の機関という認識でいるが、カンボジアでは一般に、「center」
という名称は大学内の研究機関などに用いられる「institute」より「格下」と見られる傾向があるという。



－ 14 －

４－３　効率性

効率性は、中間レビュー時点ではあまり高くないと言わざるを得ない。8 カ月にわたるチーフ

アドバイザーの不在、C/P の離職、特に研修に派遣した C/P の離職があった。それ以外の投入は

ほぼ適切に実施され活用されている。プロジェクトでは、さまざまな改革を実施し、効率性の向

上に取り組んでいる。

（1）日本側投入

チーフアドバイザーが 8 カ月間不在であった。それ以外の専門家は予定どおり派遣されて

いる。「ビジネスコース」については、2011 年度より、それまでのような業務実施契約によ

る専門家派遣がなくなり、全体として派遣専門家数が減少傾向にある。現在のところ、派遣

されている専門家が多忙になっているものの、それまでの派遣により活動がある程度軌道に

乗ってきていることもあり、特に大きな支障は出ていない。

本邦における C/P 研修は、1 件実施された。これは、ベトナム日本人材協力センター、ラ

オス日本人材開発センターからの派遣者と合同で実施された生産性向上に関するもので、カ

ンボジアからは、CJCC スタッフ 1 名と「ビジネスコース」の参加者 4 名が派遣された。た

だし、派遣された CJCC スタッフはその後離職している。また、集団研修に CJCC スタッフ

1 名を派遣した。派遣された CJCC スタッフは、研修で学んだことを日々の業務に活用して

いる。このほか、C/P 研修ではないが、現所長が、就任直後に日本に 1 週間出張をしたが、

これは、関係者と良好な関係を築く機会となった。

供与機材については、適切な機材が供与されている。また、2011 年に無償資金協力で建

設した CJCC 施設のレイアウト変更を行った。インタビューでは、同施設の図書館は、日本

語の本が多いため図書館を利用しないという声が聞かれた。その有効利用のためには、図書

館の蔵書に、日本的経営に関する英語の本の種類を増やすなどのほか、漫画などポップカル

チャーに関するものを含めて、利用者の幅を広げるなどの工夫が有効と考えられる。なお、

フェーズ 1 で供与した機材の一部については、経年による損耗や型式の変化により、交換の

手続きを行っている。

（2）カンボジア側投入

2011 年度に入ってからは、配置された C/P で離職した者はおらず、C/P の配置は定着しつ

つある。現在 C/P が配置されないため、マネジャーのポジション２つが空席になっている。

プロジェクトでは、現在配置されている所長と 2 名のマネジャーで機能していく体制を確立

していく予定である。CJCC の施設管理に関して、RUPP が、電気代と守衛の費用を負担し

ている。

（3）アウトプットの達成度

アウトプットは、順調に達成されつつある。アウトプット達成の要因としては、C/P・ス

タッフのモチベーションが挙げられる。離職者が相次いだ時期があったものの、インタ

ビューでは、現在の C/P・スタッフはモチベーションが高いと考えられる。

阻害要因は、CJCC のメンバーの間で一時期コミュニケーションが円滑ではなかったこと

である。このため、スタッフ会議を導入したり、互いにコミュニケーションをとりやすくす

るため、執務室のレイアウトを変更したりした。また、事務室の１つを「ワイガヤルーム」
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と呼ばれるコモンルームとし、CJCC の誰もがいつでも自由に話し合いや討論ができるよう

な部屋とした。

（4）投入からアウトプットに至るロジック

各アウトプットを発現するために必要な活動が設定されている。現時点では、４つのコン

ポーネントを組み合せた活動を実施していないため、CJCC では、活動を組み合せることで

相乗効果を生むような事業を検討している。また、事業による収入を更に拡大するための方

策を計画している。

アウトプットを産出するために必要な投入が計画されている。インタビューによれば、

CJCC の施設が整備されていることは、講座の参加者やビジターを引き寄せる要因となって

いる。

アウトプットを達成するための外部条件のうち、「JCC と MC の双方が計画どおりに開催

される」は、プロジェクトで取り組むことであり、外部条件からは除外したほうがよい。

４－４　インパクト

インパクトは、ある程度見込まれる。

（1）上位目標達成の見込み

CJCC は、カンボジアの経済開発に資する人材の育成、及びカンボジアと日本の相互理解

に貢献できると期待される。ただし、上位目標の指標が達成されるかどうかについては、現

時点では明言できない 10。

プロジェクトで実施した調査によると、起業家コースの修了者の 40％が、自分の会社を

立ち上げている。「ビジネスコース」修了者の中には、NGO や政府機関で仕事をしているケー

スもあるが、インタビューでは、これらの分野にも「ビジネスコース」で学んだ知識やスキ

ルが活用できるということであった。プノンペンとシェムリアップにおいて、CJCC は、日

本に関心をもつ者の間ではよく知られている。

上位目標の達成をめざすにあたっては、環境の変化に留意してモニタリングを行うことが

必要である。例えば、「ビジネスコース」の受講者数は、2008 年の世界的経済危機の影響を

受け、2009 年に激減した。一方、2010 年にカンボジアに進出する日系企業が増加したこと

により、「ビジネスコース」の参加者が増加する可能性がある。また、韓国国際協力団（Korea 
International Cooperation Agency：KOICA）が RUPP 敷地内に同様のセンターを開設すること

を計画しており、CJCC では、韓国センターと緊密な関係を築き、調整していく予定でいる。

（2）プロジェクト目標達成から上位目標達成に至るロジック

プロジェクト目標から上位目標に至るロジックは適切である。ただし、上位目標の指標

は、その意味するところが不明確なものがあり、再度検討した方がよいと考えられる。

10　 上位目標の指標のうち、3）の認知度が 20％以上に増加する、については、中間レビュー時点では調査を行っていない。2）の
「二国間交流プログラムに係わる活動、人々、情報の数が毎年増加する」については、毎年増加を続けるかどうかは不明であり、
活動等の数え方の定義が不明確である。
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（3）その他のインパクト

予期していなかった正のインパクトが確認された。2011 年 3 月の日本の震災の後、CJCC
でカンボジア人と日本人が参加してチャリティーイベントや被災地の写真展が開催された。

これは、草の根レベルでの両国の友好関係が進んだことの表れといえる。

他方、負のインパクトは、中間レビュー時点では特に確認されていない。

４－５　持続性

持続性は、ある程度見込まれるものの、さらに持続性を高めるための方策をとることが必要で

ある。

（1）政策面

民間セクターと人材育成を推進する政策は当面維持されると考えられる。教育省の支援

は、現在の政権の間は維持される。

（2）技術・組織面

CJCC の組織的なキャパシティは強化されつつある。RUPP において、CJCC は学部と同

等の機関と見なされている。プロジェクトでは、CJCC の機能を強化し、学部と同等である

「institute」として認知されるようにすることを検討している。2011 年度に入ってからは C/P
の配置は安定している。施設・機材はカンボジア人スタッフにより適切に維持管理されてい

る。カンボジア人スタッフが 1 名 IT を担当しており、適切に業務を実施している。しかし

ながら、IT 担当が 1 名のみであり、不在の際に業務を代わりに担当できるスタッフがいな

いため、IT 関連業務の懸念材料となっている。

C/P とスタッフの能力は向上しつつある。ビジネスコースと交流事業の多くが、カンボジ

ア人 C/P とスタッフにより運営されている。カンボジア人のマネジャーとスタッフは特に大

きな支障なく日々の業務を遂行できるようになっている。しかしながら、カンボジア人だけ

で包括的な戦略を策定するなどはまだ困難と考えられる。日本側の技術的支援により、カン

ボジア人職員の一層の能力向上を図ることがまだ必要な状況といえる。

CJCC の能力を強化し持続性を高めるにあたっての貢献要因がいくつか挙げられる。1 つ

は、次項とも関連するが、CJCC の収益を増加させ適切に運用すること、そのための事業企

画力、予算管理運用能力等の能力を高めることである。組織的な能力を高めるためには、収

益性が高い事業、公的機関として求められる事業、持続性につながる事業を基本方針に、予

算とも比較しながら事業計画を作成していくことである。そのためには、受講者の業種や

職位、フォローアップ等に関する実績の整理、講師の配置やリクルート先などの観点から

もデータベースを拡充する必要があり、活動結果をレビューすることによってニーズの分析

やコースの適性度を測っていくことが有効と考えられる。カンボジア人講師の能力向上も

持続性を高めるための貢献要因として重要で、例えば、カンボジア人講師が使用する自習

教材を用意することが有用であると考えられる。組織能力強化のためには、併せて、RUPP、
NUM、RULE、在カンボジア日本大使館、カンボジア日本人商工会（JBAC）及び JETRO 事

務所等、関係機関との協力を更に促進することが必要である。

（3）財政面

CJCC の支出に占める独自収入の割合は増加しており、45.4％となっているが、さらに独
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自収入を確保していくことが重要である。

独自収入の増加のためには、長期的視点で具体的な計画を策定することが必要である。策

定されている戦略計画では、各部・ユニットの予算も含めた年間計画が記載されている。長

期計画については、CJCC では、JICA とともに検討しながら策定していく予定である。独自

収入を拡大するために、CJCC では、日系企業からの委託コースを増やすことや新規事業を

開拓することを計画している。新規事業としては、CJCC の庭でカフェをオープンすること

を既に検討している。

日本語コースに関しては、CJCC では、将来的に技術面・財政面で国際交流基金と協調す

ることを検討している。
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第５章　結論・提言
５－１　結論

プロジェクト実施プロセスは、日本人専門家、カンボジア人 C/P、スタッフそれぞれの間での

コミュニケーション、日本人チーフアドバイザーの不在、C/P・スタッフの相次ぐ離職などによ

り、円滑でない時期があった。CJCC では、各種改革を導入し、プロジェクト運営を改善する努

力をしている。その努力により、プロジェクト運営体制は機能しつつあり、プロジェクトは円滑

に進捗するようになっている。

「ビジネスコース」「日本語コース」「交流事業」とも、適切に運営され、参加者から高く評価

されている。「起業家コース」では多くの受講者が実際に起業しているなど、CJCC のコースは

民間セクターに有益であると考えられる。カンボジア経済は、金融危機以降急速な回復基調にあ

り、特に製造業を含めて日系企業からの投資は増加傾向にある。これまで以上に CJCC の本領が

発揮できる環境が整いつつあることから、如何にカンボジア産業の育成に貢献できるかは、今後

の活動如何にかかっていると言えよう。このような認識から、CJCC では、日系企業等の団体か

らの委託事業の受注をはじめとして、活動を拡大していく予定である。ビジネス研修コースにつ

いては、「TOTコース」が開催され、カンボジア人講師が育成されている。カンボジア人講師は「日

本語コース」でも養成されている。「ビジネスコース」「日本語コース」とも、現在カンボジア人

スタッフが実際に講座を担当している。

カンボジア人マネジャー、スーパーバイザー、スタッフの能力は強化されつつある。CJCC の

日々の活動は、日本人専門家の支援を受けながら、カンボジア人の所長・C/P・スタッフのイニ

シアティブで計画・運営されるようになってきている。しかしながら、カンボジア側の C/P・ス

タッフだけで、長期的に活動を計画・運営していくには、まだ困難である。

今後は、自立的な運営が可能になるために、人材・予算を含んだ長期的な視点に立って、

CJCC の能力強化のための具体的な計画を策定していくことが必要である。長期的な予算計画に

ついては、CJCC は JICA と協議しながら策定していく予定である。

なお、プロジェクトでは、中間レビューに先立ち、専門家、C/P、スタッフ全員で協議をもち、

PDM の改訂を行った（PDM 改訂案は、付属資料１．M/M の ANNEX9 を参照）。次回の MC で正

式に承認される予定である。

主な改訂箇所は、以下のとおり。

プロジェクト目標 修正前 修正後

上位目標の指標 2）二国間交流プログラムに関

わる活動、人々、情報の数が

毎年増加する

必ずしも毎年増加することが

必要なわけではなく、また活

動や情報の件数の定義が曖昧

なことから削除

アウトプット３の指標 3-6 日本語能力検定試験に合格

した参加者の数とシェア

日本語能力検定試験の結果は

公開されておらず、したがっ

て CJCC 受講者のシェアを把握

することは不可能であるため、

削除
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アウトプット４の指標 「日本企業及び日本の大学に対

するサービスの数（が増加す

る）」を追加

プロジェクト目標を達成する

ための外部条件

JCC と経営委員会のメンバー

が支援を継続する

この条件は、プロジェクトで

取り組むべきものであるため、

削除

成果を達成するための外部条

件

JCC と MC の双方が計画どお

りに開催される

この条件は、プロジェクトで

取り組むべきものであるため、

削除

その他、若干の表現の修正を行った。また、枠外にプロジェクト期間、対象地域等を追記し

た 11。

５－２　提言

本フェーズ後半、更にはプロジェクト終了後に向け、より効率的かつ自立性をもったセンター

運営を図るため、調査団は M/M にて以下の提言を行った。

提言に至る背景、問題意識としては、従来に増してカンボジア社会が大きく変容しつつあるこ

とを踏まえ、現在のニーズと将来の可能性を踏まえた事業をタイムリーに実施していく必要があ

ること、また、これに対応できる運営基盤（組織的、財務的、人的に）を固めることが一層重要

になっているとの認識がある。例えば、ビジネス分野では、最近の日系企業による投資の拡大や

産業の多様化は、CJCC が果たすべき新たなニーズを生み出している。また、幅広いノウハウの

提供というこれまでの活動が一定の成果を見たことから、従来の活動を発展させた CJCC ならで

はの（コアとなるべき）事業の構築が求められていることにある。この具体案として、日本型経

営を主軸とする「マスターコース」を開設するアイデアがプロジェクト側からだされ、MoEYS
長官も全面支援の意向を示している。他方、日本語分野では、長期間の「日本語コース」は受講

者が限定的となることから、受講者増につながりにくいこと、また、上級コースがないことは、

日本語を専門に学びたいとする学習者に応えられないなどの現状がある。CJCC をカンボジアに

おける日本語学習の拠点するためには、既存のコースを見直し、課題に対応していく必要があ

る。

組織強化という観点からは、センターから「インスティテュート」への名称変更するアイデア

が挙げられた。これは組織的なステータスに変化を及ぼすものではないが、CJCC が設置されて

いる RUPP 外国学部が“Institute of Foreign Language”であることから、これと同等という点にお

いて名称から受ける印象は大きく、カンボジア側のオーナーシップを高めることにつながるので

はないかと思われる。実体面においても“Institute”に相応しい事業と組織を構築する必要があり、

実施体制の効率化と有能なスタッフの育成には継続的に取り組んでいく必要がある。提言のなか

には政策的な判断を伴うものもあるが、カンボジア側関係機関と協議を重ねながら、プロジェク

11　 ターゲットグループについては、通常プロジェクト目標レベルがめざす対象を記載するが、この PDM では上位目標レベルがめ
ざす対象となっている。この点については、今次調査では改訂しなかったが CJCC 所長に説明した。また、中間レビュー中の
調査団とプロジェクト関係者の議論では、プロジェクト目標の指標に定性的なものもあった方がよい、指標の目標値について
一部見直しを行った方がよい、といった意見もあったが、関係者間で十分に協議するに至らず、今次 M/M に添付の PDM 案に
は盛り込まれていない。
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ト後半部分での実現を図っていきたい。

（1）センター運営

1）　財務面

①　財政的自立を促進していくため、センター運営にかかる支出の最小化及び受託事業

の拡大のための努力を行う。

②　採算性を念頭においた事業策定を行う。

③　JICA プロジェクト経費とセンター収入の一元的な予算管理を図る。

2）　組織面

①　RUPP 内における CJCC の位置づけを“Institute”に格上げすることを検討する。

②　組織として一体感をもった事業運営を行うため、環境の変化に合わせた定期的な組

織の見直しを行う。

③　ビジネス人材育成、日本語、交流・広報の３事業部門が事業間の連携による相乗効

果を図っていく。

④　今般策定した事業運営の総合戦略プランをプロジェクトの進捗管理のために活用し、

定期的に更新する。

⑤　空席となっている総務及び交流・広報のマネジャーのポストの補充の是非、並びに

センターの組織としてのあり方について、MC にて協議し結論を出す。

⑥　体系的なスタッフトレーニングプログラムにより、OJT ベースによる CJCC スタッフ

の能力強化を行う。

（2）事業

1）　ビジネスコース

①　カンボジアに進出する日系企業が増加している現状を踏まえ、カンボジア民間セク

ター開発のため、日本企業との連携強化を目的とした以下の事業の立ち上げを検討す

る。

・日系企業の現地スタッフを対象とした研修コース（日本の商習慣、日本的経営の基礎

等）の実施。

・ビジネスに関連するデータベースの改善と更新。

②　関係機関との協議を通じ、日本的経営を主な内容とした「マスターコース」の実施可

能性を検討する。

2）　日本語コース

①　「ビジネスコース」との連携により、日系企業への就職希望者、採用予定者やスタッ

フを対象とした「日本語コース」の実施を促進する。

②　2 年間という長期の初級コースのあり方を見直し、継続的な学習が可能となるコース

設計を検討する。

③　日本語教育の“Center of Excellence”として上級者向けや専門的な日本語講座の開設

を検討する。

④　教師間の交流や教師研修会の実施などを通じ、RUPP 日本語学科との連携を図る。
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3）　相互交流・情報発信

留学制度、就職支援、日系企業の情報提供等、採算性があり、かつディマンドに基づい

たサービスを提供する。

（3）PDM の改訂

中間レビュー結果を踏まえ、PDM の改訂を行う。
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